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News release 
2025年 1月 14日 

PwC Japanグループ 

 

PwC Japan、「持続可能な成長と企業価値の向上に向けた 

CFO意識調査」の結果を発表 
～無形資産投資の強化において、約 8割の企業が投資効果の測定に課題～ 

 

【調査結果の概要】 

◼ 調査対象となった CFOの半数以上は、現行のビジネスモデルが 11年以上持続可能であると考えて

いる。CFO は外部環境の変化よりも自社の財務状況を中心に捉えて、現行のビジネスモデルに持続

性があると考える傾向に 

◼ CFOは従来通りの役割にとどまっているわけではない。CFOの多くが、「企業価値向上を支える財務

戦略の策定」（83%）や「業績予測／管理の精度・スピードの向上」（67%）などマネジメントの意思決

定をサポートする、いわば攻めの役割が増大したと感じている。一方で、CFO の半数が、ガバナンス

強化や不正の防止といった、いわゆる守りの役割も増大したと回答。攻めと守り双方の役割をバラン

スよく果たすことが求められている 

◼ 企業価値向上に関しては、8 割以上の企業が全社資本コストを把握している他、約 4 割の企業が

PBR／PER、2 割の企業が時価総額といった資本市場からの評価指標に関して目標設定を行ってい

る。一方で事業別資本コストの把握（50%）、あるいは ROIC経営*1の実践・浸透（38%）に課題を抱え

ている状況にあり、全社的な目標と整合するような各部門の目標設定や現場への浸透・実践が課題 

◼ 企業価値向上のための事業ポートフォリオの見直しに当たっては、M&Aを有効な手段として考えてい

る一方、多数の企業が「適切な事業の評価軸の設定」（55%）や「自社の強み・弱みの客観的な把握」

（38%）といった評価基準の明確化を課題に挙げている 

◼ 無形資産への投資に関しては、約 9 割の企業が人的資本、約 3 割の企業が知的資本など、社内の

無形資産にフォーカスしている段階にある。無形資産への投資の強化に当たり、「投資効果の測定が

できない」（75%）ことが最大の課題 

◼ CFO組織*2について、約 8割の企業が人材不足の問題に直面している。税務分野でも人材不足は顕

著で、特に国際税務において約 7 割の企業が影響を受けている。非財務情報の開示においても、約

6 割の企業で専門家とリソースの不足が指摘されている。それらへの対応として業務の標準化に取り

組む企業が多い一方で、「AIの活用」に取り組む企業は 2割弱と少なく、最新テクノロジーを活用した

ブレークスルーは緒に就いたばかり 

 

PwC Japan グループ（グループ代表：久保田 正崇、以下「PwC Japan」）は、本日、「持続可能な成長と

企業価値の向上に向けた CFO 意識調査」（以下「本調査」）の結果を発表しました。本調査を通じて、

CFO は企業価値向上や業績予測・管理、ガバナンス向上、インサイトの提供といった役割が増大してい

ること、またその中で各種評価基準の明確化や投資対効果の定量化、経営指標の現場への展開・浸透・

実践、人材不足のブレークスルーといった点に苦慮している姿が浮き彫りになりました。 

詳細はレポート（https://www.pwc.com/jp/ja/knowledge/thoughtleadership/cfo-survey.html）を参照く

ださい。 

https://www.pwc.com/jp/ja/knowledge/thoughtleadership/cfo-survey.html
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図表 1：CFOの役割の変化 

Q:2020年以降、CFO／CFO組織に期待される役割が増大したと感じるテーマはどれですか（いくつでも） 

 
 

図表 2：企業価値向上に向けた課題 

Q:「資本コストを意識した経営管理」を実践する上で、障害となっている項目がありましたらお選びくださ

い（いくつでも） 

 
 

2023年 3月 31日に東京証券取引所から「資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応」に関

するガイダンスが発出されました。これにより投資家からも資本効率の改善を求める声が強まり、CFOに

は決算数値の品質責任者として経理財務全体を俯瞰するだけでなく、企業価値を高め、投資家との対話

を担う経営参謀としての役割が、かつてなく期待されるようになりました。 

 

そこで PwC Japan はこのたび、国内上場企業・大手企業の CFO を対象に調査を行い、企業価値向上

に向けてどのような意識を持ち、事業改革に取り組んでいるか、どのような課題感を持っているかを分析

しました。そこから見えてきた「現在の競争環境に対する認識」や、「企業価値の向上に向けた取り組み」

「企業価値の番人としての取り組み」「企業価値のスポークスパーソンとしての取り組み」に関する状況、

および各社 CFOが認識している役割などについてまとめています。 
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本調査は、PwC コンサルティング合同会社、PwC Japan 有限責任監査法人、PwC アドバイザリー合同

会社、PwC 税理士法人のメンバーが共同して実施しました。各領域の視点からの調査結果のポイントお

よび提言は下記のとおりです。 

 

領域 ポイント 提言 

コンサルティング 企業価値向上を事業や現場、投資活

動に落とし込む上での「評価基準」「定

量化」に苦慮している。「ROIC経営の

実践・浸透」に対する課題の一因とも考

えられる。また「人材不足」が各所で課

題になっているが、AIの活用はまだ業

務最適化の主要な手段とはなっていな

い。 

事業別資本コストの把握や事業評価軸

の設定、無形資産への投資効果の可

視化と定量化、AI活用による業務最適

化・高度化を実現したユースケースな

ど、CFOの抱える課題に対する分析手

法や解決事例は存在する。積極的に情

報収集し、自社への適用可否やカスタ

マイズを検討することが有効と考える。 

アシュアランス 非財務情報開示の課題としても専門家

の不在・不足、リソース不足が挙げられ

ている。一方で環境・社会関連の非財

務資本指標の経営への影響に対する取

り組みにおいて、55%の企業が「サステ

ナビリティ経営全般の管掌部署」を主管

部署とする非財務資本指標の管理体制

を採用している。*3 

「サステナビリティ経営全般の管掌部

署」を独立して設けているにもかかわら

ず「専門家の不在・不足、リソース不足」

を課題とする本質は、非財務情報の意

味が広範であり、自社が取り組むべき

非財務項目を特定できていないことが

推察される。この状況のままリソースを

充当したとしても課題の解決につながら

ないリスクがあり、まずは非財務情報開

示の各項目について定量的な効果測定

を実施し、自社が注力すべき項目を特

定すべきと考える。 

ディールアドバイ

ザリー 

企業価値向上を目指して事業ポートフォ

リオを見直している企業の 72%がM&A

を検討している。しかし、過去の M&Aに

おいては、期待した成果が得られずに

のれんの減損を招くケースも少なくなく、

その主な原因はデューデリジェンスの不

十分さや PMIの問題にあるとされてい

る。*4 

企業価値向上の一施策としてM&Aを

活用する際には、買収先の実力値やリ

スクを慎重に評価し、PMIプロセスを通

じて適切な対応策を講じ、買収時に期

待されたシナジーを実現させていくこと

が重要。また M&Aをビジネスモデルや

経営の刷新につながる企業変革の機会

と捉えることで、さらなる価値創造を追

求していくことが可能となる。 

税務 税務人材の不足が最重要課題に位置

付けられている*5。全社的には ROEな

ど重要視しつつも、税務組織においては

定量的な KPIが設定されていないこと

が多い*6。 

税務組織を企業価値向上に貢献する戦

略的な位置付けとし、組織とそこに所属

する人材を適切に評価する必要があ

る。人材不足は課題ではなく前提とし

て、生成 AIなどのテクノロジーを活用

し、既存業務の徹底的な効率化および

高度化を実施すべきと考える。 

 

本調査をリードした、PwC コンサルティング合同会社 執行役員 パートナー 森本 朋敦は、次のように

述べています。 

「PwC Japan グループは、2023 年 7 月から価値創造経営支援を重点サービスと位置づけ、これまでに

企業価値インパクト分析や価値構造分析、AIを活用した経理財務・企画業務改革などのソリューションの
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開発・提供など多くの知見と実績があります。加えて今後は本調査の結果も最大限に活用し、価値創造、

企業価値向上について日々悩んでおられるCFOを始めとするCxOやそれらの方々をサポートする部門

の皆様の課題解決を支援することで、日本企業の国際的な競争力の強化に貢献してまいります」 
 

【調査について】 

国内上場企業（プライム市場）・大手企業の CFO または財務・経理責任者を対象に、2024 年 8 月に、

Web アンケートシステムによる調査を実施。132 社から回答を得た。回答企業の業界はサービス業が最

多で、次いで素材・化学、商社など。また、連結グループ全体での売上高は 1,000 億円未満が 38%、

1,000億円以上 1兆円未満が 42%、1兆円以上 3兆円未満が 13%、3兆円以上が 7%となっている。 

 

*1： 資本コストを意識した経営。ROICとは「Return On Invested Capital:投下資本利益率」を意味する 

*2： CFOの管掌する組織（財務・経理・経営管理・税務など） 

*3： レポート内「5.企業価値の『スポークスパーソン』としての取り組み」参照 

*4： レポート内「3.持続可能な成長に向けた取り組み」参照 

*5： レポート内「4.『企業価値の番人』としての取り組み」参照 

*6： レポート内「2. 企業価値向上に向けた目標設定」参照 

以上 

 

 

PwCについて www.pwc.com  

PwC は、社会における信頼を構築し、重要な課題を解決することを Purpose（存在意義）としています。私たちは、世界

149 カ国に及ぶグローバルネットワークに約 370,000 人のスタッフを擁し、高品質な監査、税務、アドバイザリーサービス

を提供しています。詳細は www.pwc.com をご覧ください。 

 

PwC Japanグループについて www.pwc.com/jp  

PwC Japanグループは、日本における PwCグローバルネットワークのメンバーファームおよびそれらの関連会社の総称

です。各法人は独立した別法人として事業を行っています。 

複雑化・多様化する企業の経営課題に対し、PwC Japanグループでは、監査およびブローダーアシュアランスサービス、

コンサルティング、ディールアドバイザリー、税務、そして法務における卓越した専門性を結集し、それらを有機的に協働さ

せる体制を整えています。また、公認会計士、税理士、弁護士、その他専門スタッフ約 12,700人を擁するプロフェッショナ

ル・サービス・ネットワークとして、クライアントニーズにより的確に対応したサービスの提供に努めています。 
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